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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第148期

第３四半期連結
累計期間

第149期
第３四半期連結
累計期間

第148期
第３四半期連結
会計期間

第149期
第３四半期連結
会計期間

第148期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　10月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) 5,549,0226,107,9901,854,7482,156,4418,173,588

経常利益 (千円) 118,097 415,764 56,332 248,685 191,245

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(千円) 20,523 177,977 △5,890 157,503 4,078

純資産額 (千円) ―
 

―
 

6,279,7576,381,7416,309,006

総資産額 (千円) ―
 

―
 

10,418,62811,491,12110,785,085

１株当たり純資産額 (円) ―
 

―
 

565.97 574.46 567.72

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四
半期純損失金額(△)

(円) 2.00 17.35 △0.57 15.35 0.40

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ―
 

―
 

―
 

―
 

―

自己資本比率 (％) ―
 

―
 

55.7 51.3 54.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 205,212 800,747 ―
 

―
 

318,402

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △322,581△251,405 ―
 

―
 

△351,540

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △60,727△198,351 ―
 

―
 

△61,581

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ―
 

―
 

1,844,3972,278,5641,927,786

従業員数 (名) ―
 

―
 

309 307 303

(注)　１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており ま

せん。なお、前第３四半期連結会計期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名)
307
(22)

(注) 　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で

記載しております。 　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名)
245
(21)

(注)  １  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

 　２　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第３四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載して

おります。 　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比（%）

耐火物 838,462 ―

プラント 466,920 ―

建材及び舗装用材 424,954 ―

不動産賃貸 ― ―

その他 ― ―

合計 1,730,337 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、製造原価によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

耐火物 792,750 ― 590,280 ―

プラント 795,488 ― 1,007,928 ―

建材及び舗装用材 546,317 ― 161,470 ―

不動産賃貸 13,812 ― ― ―

その他 7,057 ― 1,004 ―

合計 2,155,427 ― 1,760,682 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比（%）

耐火物 971,587 ―

プラント 639,490 ―

建材及び舗装用材 524,641 ―

不動産賃貸 13,812 ―

その他 6,909 ―

合計 2,156,441 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東洋炭素(株) 265,000 14.3 ― ―

三菱マテリアル(株) ― ― 298,565 13.8

(注)　前第３四半期連結会計期間の三菱マテリアル(株)及び当第３四半期連結会計期間の東洋炭素(株)は、

　　　当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1)　経営成績の分析 　　　

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策を背景に一時は回復基調を見

せたものの、雇用情勢は依然として厳しく、長引くデフレや円高の影響に加え、景気刺激策も一巡し

たことなどから秋口以降足踏み状態となり、引き続き先行き不透明な状況が続きました。

主要顧客であるセメント業界においては、公共事業、建設投資の低迷から依然として低い生産水準

が続いており、また民間設備投資も弱含みで推移するなど、未だ内需の力強い回復、伸張が期待でき

ない状況にあり、当社事業にとっては厳しい状況が続きました。

このような状況下、当社グループは今期目標必達へ向け営業活動を強化するとともに、将来へ向け

ての事業基盤を再構築すべく、各分野において新しい市場ニーズを的確に捉え、素早く対応できる体

制の確立に引き続き努めてまいりました。

EDINET提出書類

美濃窯業株式会社(E01180)

四半期報告書

 5/30



　

この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は2,156百万円（前年同四半期比16.3％増）、営業

利益は213百万円（前年同四半期比536.6％増）、経常利益は248百万円（前年同四半期比341.5％

増）、四半期純利益は157百万円（前年同四半期は５百万円の四半期純損失）となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（耐火物） 　

主要顧客であるセメント業界の国内販売量が平成22年11月に42ヶ月ぶりに前年同期比を上回った

ものの、厳しい状況が続きました。このような状況下、各種コストダウン施策の実施や新規得意先の

開拓に注力いたしました。その結果、売上高は971百万円、セグメント利益は172百万円となりました。

（プラント） 　　

電機・電子部品業界を始めとする主要顧客業界の設備投資は、徐々に回復の兆しを見せておりま

すが、依然として厳しい環境が続きました。このような状況下、海外向けの販売強化に注力いたしま

した結果、売上高は639百万円、セグメント利益は46百万円となりました。 

（建材及び舗装用材） 　　

公共事業費の削減による官公需設備投資の冷え込みや民間設備投資の低迷が続く厳しい状況が続

きました。このような状況下、より積極的かつ広範囲な営業活動に注力するとともに更なるコストダ

ウンに努めましたが、売上高は524百万円、セグメント利益は14百万円の損失を計上するのやむ無き

に至りました。 　

（不動産賃貸） 　　

本社ビルの一部を始めとする社有不動産の賃貸が主なものであり、売上高は13百万円、セグメント

利益は一部、賃貸用不動産の売却があり、固定資産売却益を計上した結果、76百万円となりました。

（その他） 　

主に、外注品等を販売する事業であり、売上高は６百万円、セグメント利益は２百万円となりまし

た。

(2)  財政状態の分析 　

[資産の状況] 　　　

流動資産は、現金及び預金の増加、たな卸資産の増加などにより、全体としては8,258百万円(前連

結会計年度末比749百万円増)となりました。固定資産は、投資有価証券の時価評価による減少などに

より、全体としては3,232百万円 (前連結会計年度末比43百万円減)となりました。その結果、資産合

計では、11,491百万円(前連結会計年度末比706百万円増)となりました。　

[負債の状況] 　　

流動負債は、支払手形及び買掛金が増加したことなどにより、全体としては3,704百万円(前連結会

計年度末比521百万円増)となりました。固定負債は、退職給付引当金の増加などにより、全体として

は1,404百万円(前連結会計年度末比111百万円増)となりました。その結果、負債合計では、5,109百万

円(前連結会計年度末比633百万円増)となりました。

[純資産の状況] 　　　

純資産は、利益剰余金の増加などにより6,381百万円(前連結会計年度末比72百万円増)となり、自

己資本比率は51.3％(前連結会計年度末比2.7％減)となりました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第３四

半期連結会計期間に比べ434百万円増加し、当第３四半期連結会計期間には2,278百万円となりまし

た。当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 　　

営業活動の結果使用した資金は223百万円(前年同四半期比26.0％減)となりました。収入の主な内

訳は、税金等調整前四半期純利益281百万円および前受金の増加額127百万円であり、支出の主な内訳

は、売上債権の増加額417百万円およびたな卸資産の増加額262百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 　　　

投資活動の結果使用した資金は20百万円(前年同四半期比81.4％減)となりました。収入の主な内

訳は、有形固定資産の売却による収入70百万円であり、支出の主な内訳は、定期預金の預入による支

出55百万円および有形固定資産の取得による支出53百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 　

財務活動の結果使用した資金は22百万円(前年同四半期比1.7％減)となりました。支出の主な内訳

は、配当金の支払額22百万円であります。

　

(4)  事業上および財務上の対処すべき課題 　　

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題　　　に

重要な変更および新たに生じた課題はありません。

　

(5)  研究開発活動 　　

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は50百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重要

な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,960,000

計 31,960,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年2月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,909,828同左
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株で
あります。

計 12,909,828同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 12,909,828 ― 877,000 ― 774,663

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。
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① 【発行済株式】

平成22年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式　 21,000
（相互保有株式）
普通株式4,370,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式8,427,000 8,427 ―

単元未満株式 普通株式　 91,828 ― ―

発行済株式総数 12,909,828― ―

総株主の議決権 ― 8,427 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式が1,000株(議決権１個)含ま

れております。
　

② 【自己株式等】

平成22年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
美濃窯業(株)

岐阜県瑞浪市寺河戸町
719番地

21,000  ― 21,000 0.16

（相互保有株式）
日本セラミツクエンジ
ニヤリング(株)

東京都千代田区神田錦町
3丁目16番地

956,000  ― 956,000 7.40

（相互保有株式）
モノリス(株)

愛知県半田市亀崎常盤町
1丁目13番地

924,000  ― 924,000 7.16

（相互保有株式）
ミノセラミックス商事
(株)

岐阜県瑞浪市寺河戸町868番地 922,000  ― 922,000 7.14

（相互保有株式）
美濃窯業製陶(株)

岐阜県瑞浪市寺河戸町
916番地の3

918,000  ― 918,000 7.11

（相互保有株式）
(株)ビヨーブライト

岐阜県恵那市山岡町原
1532番地の8

418,000  ― 418,000 3.23

（相互保有株式）
美州興産(株)

愛知県名古屋市中村区名駅南
1丁目17番28号

232,000  ― 232,000 1.80

計 ― 4,391,000 ― 4,391,000 34.00

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
4月 5月 　6月 　7月 　8月 　9月

　　　　　10月 　　　　　11月 　　　　　　12月

最高(円) 192 192 175 193 190 180 170 165 166

最低(円) 179 170 163 190 180 170 140 140 144

(注)　株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,477,393 2,126,435

受取手形及び売掛金 ※6
 3,215,524 3,494,647

有価証券 109,655 8,809

たな卸資産 ※1, ※2
 2,249,785

※1, ※2
 1,625,402

その他 220,019 266,554

貸倒引当金 △13,609 △12,248

流動資産合計 8,258,768 7,509,602

固定資産

有形固定資産 ※3, ※4
 1,512,450

※3, ※4
 1,555,980

無形固定資産 58,336 44,679

投資その他の資産

投資有価証券 880,955 1,032,162

その他 823,639 683,238

貸倒引当金 △43,029 △40,577

投資その他の資産合計 1,661,565 1,674,823

固定資産合計 3,232,352 3,275,483

資産合計 11,491,121 10,785,085

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※6
 1,908,193 1,489,373

短期借入金 880,000 1,030,000

未払法人税等 163,627 12,414

賞与引当金 105,811 199,040

役員賞与引当金 2,001 4,200

製品保証引当金 23,437 19,400

工事損失引当金 ※2
 27,658

※2
 22,398

その他 593,903 406,046

流動負債合計 3,704,631 3,182,872

固定負債

社債 400,000 400,000

退職給付引当金 623,512 577,749

役員退職慰労引当金 209,676 204,178

資産除去債務 43,595 －

その他 127,964 111,279

固定負債合計 1,404,748 1,293,207

負債合計 5,109,380 4,476,079
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 877,000 877,000

資本剰余金 419,519 419,519

利益剰余金 5,108,639 4,978,020

自己株式 △597,218 △597,032

株主資本合計 5,807,940 5,677,506

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 85,458 147,335

評価・換算差額等合計 85,458 147,335

少数株主持分 488,342 484,164

純資産合計 6,381,741 6,309,006

負債純資産合計 11,491,121 10,785,085
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 5,549,022 6,107,990

売上原価 4,430,927 4,688,590

売上総利益 1,118,095 1,419,400

販売費及び一般管理費 ※
 1,049,942

※
 1,096,440

営業利益 68,152 322,959

営業外収益

受取利息 1,824 2,591

受取配当金 17,650 17,519

補助金収入 33,196 75,426

その他 13,027 13,004

営業外収益合計 65,699 108,541

営業外費用

支払利息 15,259 13,567

その他 494 2,169

営業外費用合計 15,754 15,736

経常利益 118,097 415,764

特別利益

固定資産売却益 － 70,194

投資有価証券売却益 4,641 361

工事損失引当金戻入額 9,346 394

その他 3,452 16,521

特別利益合計 17,439 87,470

特別損失

投資有価証券評価損 39,649 47,440

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 42,806

退職給付制度改定損 － 40,837

その他 2,096 8,607

特別損失合計 41,746 139,691

税金等調整前四半期純利益 93,790 363,543

法人税、住民税及び事業税 24,506 186,973

法人税等調整額 31,719 △7,491

法人税等合計 56,225 179,481

少数株主損益調整前四半期純利益 － 184,061

少数株主利益 17,041 6,084

四半期純利益 20,523 177,977
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 1,854,748 2,156,441

売上原価 1,491,067 1,569,853

売上総利益 363,681 586,587

販売費及び一般管理費 ※
 330,168

※
 373,262

営業利益 33,512 213,325

営業外収益

受取利息 478 1,201

受取配当金 5,084 5,509

補助金収入 16,886 27,956

その他 5,239 5,742

営業外収益合計 27,689 40,409

営業外費用

支払利息 4,865 4,133

その他 4 915

営業外費用合計 4,870 5,048

経常利益 56,332 248,685

特別利益

固定資産売却益 － 69,876

その他 32 4,102

特別利益合計 32 73,978

特別損失

退職給付制度改定損 － 40,837

投資有価証券評価損 33,517 －

その他 1,849 56

特別損失合計 35,367 40,893

税金等調整前四半期純利益 20,998 281,771

法人税、住民税及び事業税 6,819 118,205

法人税等調整額 9,872 4,193

法人税等合計 16,692 122,398

少数株主損益調整前四半期純利益 － 159,372

少数株主利益 10,195 1,868

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,890 157,503
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 93,790 363,543

減価償却費 173,239 171,933

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,435 3,813

賞与引当金の増減額（△は減少） △118,820 △93,229

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △19,350 △2,199

製品保証引当金の増減額（△は減少） △16,400 4,037

工事損失引当金の増減額（△は減少） △5,572 5,260

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,254 45,763

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,613 5,497

受取利息及び受取配当金 △19,475 △20,110

支払利息 15,259 13,567

固定資産売却損益（△は益） － △70,194

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 42,806

売上債権の増減額（△は増加） 1,088,110 279,123

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,477 △624,382

仕入債務の増減額（△は減少） △782,899 418,819

未払金の増減額（△は減少） △1,085 31,188

前受金の増減額（△は減少） △5,456 231,951

その他 △50,023 △21,114

小計 370,228 786,074

利息及び配当金の受取額 19,499 20,353

利息の支払額 △11,795 △9,838

法人税等の支払額 △172,719 △58,579

法人税等の還付額 － 62,736

営業活動によるキャッシュ・フロー 205,212 800,747

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △288,903 △165,290

定期預金の払戻による収入 178,777 65,105

有形固定資産の取得による支出 △189,367 △136,076

有形固定資産の売却による収入 － 70,658

投資有価証券の取得による支出 △45,191 △103,429

その他 22,104 17,627

投資活動によるキャッシュ・フロー △322,581 △251,405
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △150,000

自己株式の売却による収入 2,169 －

配当金の支払額 △60,620 △46,103

少数株主への配当金の支払額 △1,335 △1,335

その他 △940 △912

財務活動によるキャッシュ・フロー △60,727 △198,351

現金及び現金同等物に係る換算差額 △74 △211

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △178,171 350,778

現金及び現金同等物の期首残高 2,022,569 1,927,786

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,844,397

※
 2,278,564
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【継続企業の前提に関する事項】

  該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項

の変更

 

 

 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ660千円減少し、税金等調整

前四半期純利益は43,466千円減少しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は43,403千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

１「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期

連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

２ 前第３四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産

売却益」は重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、

前第３四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」は32千円でありま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１ 前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて

いた「固定資産売却損益(△は益)」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲

記することとしております。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に含まれる「固定資産売却損益(△は益)」は△32千円であります。　

２ 前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて

いた「有形固定資産の売却による収入」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区

分掲記することとしております。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に含まれる「有形固定資産の売却による収入」は120千円であります。　
　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

１「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期

連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

２ 前第３四半期連結会計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産

売却益」は重要性が増したため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、

前第３四半期連結会計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」は32千円でありま

す。　
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

（一般債権の貸倒見積高の算定方法）

    当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

　
【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

（退職給付引当金）

    当社は、平成22年12月1日に税制適格退職年金制度から確定給付企業年金制度へ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準委員会  企業会計基準適用指針第１号  平成14年

１月31日）を適用しております。

  本移行に伴う影響額は、特別損失として40,837千円計上しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳　　　　　　　　

　商品及び製品　　　　　　　　　　931,273千円

　仕掛品　　　　　　　　　　　　　113,803千円

　未成工事支出金　　　　　　　　　519,939千円

　原材料及び貯蔵品　　　　　　　　684,769千円

※１　たな卸資産の内訳

　商品及び製品　　　　　　　　　　789,512千円

　仕掛品　　　　　　　　　　　　　126,819千円

　未成工事支出金　　　　　　　　　 93,914千円

　原材料及び貯蔵品　　　　　　　　615,155千円

※２　たな卸資産及び工事損失引当金の表示

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

　　事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

　　で表示しております。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

　　事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

　　259,477千円であります。

※２　たな卸資産及び工事損失引当金の表示

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

　　事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

　　で表示しております。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

　　事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

　　72,324千円であります。

※３　有形固定資産の減価償却累計額　

                                    6,377,750千円

※３　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,227,369千円

※４　取得価額から控除した圧縮記帳額

　　　圧縮記帳累計額

    　その他（工具、器具及び備品）　　 96,542千円

※４　取得価額から控除した圧縮記帳額

　　　圧縮記帳累計額

    　その他（工具、器具及び備品） 　　96,542千円

５　受取手形裏書譲渡高　　　　 　   289,608千円５　受取手形裏書譲渡高　　　　 　   217,412千円

※６　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高から除かれ

ております。

受取手形　　　　　　　　　　　　　15,044千円

支払手形　　　　　　　　　　　　　62,593千円

―――　　　　
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの　　

　　荷造包装及び発送運賃　　  　　　  197,240千円

　　給料手当　　　      　　　　   　 300,668千円

    役員賞与引当金繰入額　　　　　　 　 2,200千円

　　賞与引当金繰入額　　　　　　   　　34,983千円

　　退職給付費用　　　　　　　　　　　 18,628千円

　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　 11,613千円　

※　販売費及び一般管理費の主なもの　　

　　荷造包装及び発送運賃　　　　　    221,407千円

　　給料手当　　　      　　　　   　 313,280千円

    役員賞与引当金繰入額　　　　　　 　 2,001千円

　　賞与引当金繰入額　　　　　　   　　35,694千円

　　退職給付費用　　　　　　　　　　　 16,260千円

　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　 11,338千円

　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　8,758千円

　　製品保証引当金繰入額　　　　　　　 10,502千円　

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの　　

　　荷造包装及び発送運賃　　　　　     62,609千円

　　給料手当　　　      　　　　   　  70,317千円

    役員賞与引当金繰入額　　　　　　 　 2,200千円

　　賞与引当金繰入額　　　　　　   　　34,983千円

　　退職給付費用　　　　　　　　　　　  5,195千円

　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　  3,603千円

　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　　105千円

　　製品保証引当金繰入額　　　　　　　　2,700千円　

※　販売費及び一般管理費の主なもの　　

　　荷造包装及び発送運賃　　　　　     71,334千円

　　給料手当　　　      　　　　   　  84,828千円

    役員賞与引当金繰入額　　　　　　 　 2,001千円

　　賞与引当金繰入額　　　　　　   　　35,694千円

　　退職給付費用　　　　　　　　　　　  7,438千円

　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　  3,886千円

　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　7,969千円

　　製品保証引当金繰入額　　　　　　　　　954千円　　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※　　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係(平成21年12月31日現在)

現金及び預金 2,073,033千円

有価証券 8,807〃

　　　計 2,081,840千円

預入期間が３か月超の定期預金 △237,442〃

現金及び現金同等物 1,844,397千円

※　　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係(平成22年12月31日現在)

現金及び預金 2,477,393千円

有価証券 8,815〃

　　　計 2,486,208千円

預入期間が３か月超の定期預金 △207,644〃

現金及び現金同等物 2,278,564千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

　至 平成22年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,909,828

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,650,798

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 32,221 2.50平成22年３月31日平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年11月11日
取締役会

普通株式 32,220 2.50平成22年９月30日平成22年12月９日 利益剰余金

　

　 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　 　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
耐火物
(千円)

プラント
(千円)

建材及び
舗装用材
(千円)

不動産賃貸
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
売上高
 

651,200576,424613,19513,928 ― 1,854,748― 1,854,748

　(2) セグメント間の内
部売上高又は　　　
振替高

56,507 ― 1,683 2,637 ― 60,828(60,828)―

計 707,708576,424614,87816,566 ― 1,915,577(60,828)1,854,748

　営業利益
(又は営業損失△)

△20,30028,49919,3127,659 ― 35,172(1,659)33,512

(注)　１　事業区分の方法

　　事業は、使用原材料の共通性、製造方法及び製品の類似性、販売経路の共通性により区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

耐火物 粘土質煉瓦、高アルミナ質煉瓦、塩基性煉瓦、不定形耐火物、その他耐火材料

プラント セラミックス用高温炉、その他各種工業窯炉及び工業窯炉付帯自動化設備等

建材及び舗装用材 工場、倉庫その他建物の床材、道路舗装用骨材、各種カラー舗装材

不動産賃貸 不動産賃貸収入

その他の事業 原料の販売ほか

３　事業区分の変更

　　　　　従来、不動産賃貸は、その他の事業に含めておりましたが、営業利益割合が増加したことにより、第１

　　　　　 四半期連結会計期間より「不動産賃貸」として区分表示することに変更しました。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
耐火物
(千円)

プラント
(千円)

建材及び
舗装用材
(千円)

不動産賃貸
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
売上高
 

2,429,7091,561,7601,515,12641,651 7735,549,022― 5,549,022

　(2) セグメント間の内
部売上高又は　　　
振替高

143,811 ― 7,345 7,913 45 159,115(159,115)―

計 2,573,5211,561,7601,522,47149,565 8185,708,138(159,115)5,549,022

　営業利益
(又は営業損失△)

△266 54,997△ 2,90823,144 603 75,569(7,417)68,152

(注)　１　事業区分の方法

　　事業は、使用原材料の共通性、製造方法及び製品の類似性、販売経路の共通性により区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

耐火物 粘土質煉瓦、高アルミナ質煉瓦、塩基性煉瓦、不定形耐火物、その他耐火材料

プラント セラミックス用高温炉、その他各種工業窯炉及び工業窯炉付帯自動化設備等

建材及び舗装用材 工場、倉庫その他建物の床材、道路舗装用骨材、各種カラー舗装材

不動産賃貸 不動産賃貸収入

その他の事業 原料の販売ほか

３　事業区分の変更

　従来、不動産賃貸は、その他の事業に含めておりましたが、営業利益割合が増加したことにより、第１四半期

連結会計期間より「不動産賃貸」として区分表示することに変更しました。この結果、従来の方法と比較し

て、当第３四半期連結累計期間の「その他の事業」の売上高は41,651千円減少し、営業利益は23,144千円減少

しており、「不動産賃貸」については、それぞれ同額増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは当社の各工場及び連結子会社を基礎とした製品別セグメントから構成されており、「耐火

物」、「プラント」、「建材及び舗装用材」及び「不動産賃貸」の４つを報告セグメントとしております。

　「耐火物」は耐火煉瓦を中心とした耐火物及びセラミックス製品の製造販売をしております。「プラン

ト」は工業窯炉及び自動化設備システムの設計・施工を行っております。「建材及び舗装用材」は建築材

料及び道路用舗装材の販売・施工を行っております。「不動産賃貸」は当社事務所の一部等を賃貸してお

ります。

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３耐火物 プラント

建材及び
舗装用材

不動産　賃
貸

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　
　 　

外部顧客へ　
の売上高

2,931,4201,624,0121,498,43638,6786,092,54715,4436,107,990― 6,107,990

セグメント　
間の内部売　
上高又は振　
替高

568,575 ― 3,4887,013579,07712,168591,246△591,246 ―

計 3,499,9961,624,0121,501,92445,6916,671,62527,6126,699,237△591,2466,107,990

セグメント利
益又はセグメ
ント損失(△)

318,54859,177△32,15487,039432,6125,213437,825△74,281363,543

　(注)　１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外注事業等を含んでおります。

　　　  ２　セグメント利益の調整額△74,281千円には、セグメント間取引消去△20,249千円、各報告セグメントに

　　　　　配分していない全社費用△47,440千円、及びたな卸資産の調整額△6,592千円が含まれております。全社

　　　　　費用は、報告セグメントに帰属しない投資有価証券評価損であります。

　　　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３耐火物 プラント

建材及び
舗装用材

不動産　賃
貸

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　
　 　

外部顧客へ　
の売上高

971,587639,490524,64113,8122,149,5326,9092,156,441― 2,156,441

セグメント　
間の内部売　
上高又は振　
替高

204,788― 647 2,337207,7734,727212,501△212,501 ―

計 1,176,376639,490525,28816,1502,357,30611,6372,368,943△212,5012,156,441

セグメント利
益又はセグメ
ント損失(△)

172,77946,400△14,30576,370281,2452,075283,320△1,549281,771

　(注)　１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外注事業等を含んでおります。

　　　  ２　セグメント利益の調整額△1,549千円には、セグメント間取引消去△8,542千円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用1,518千円、及びたな卸資産の調整額5,474千円が含まれております。全社費用は、報告セグメント

に帰属しない投資有価証券評価損戻入益であります。

　　　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益と調整を行っております。

 

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

　変動がありません。

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

　変動がありません。

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

(持分法損益等)

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　　持分法を適用した場合の投資損益等につきましては、関連会社がないため、記載を省略しておりま

　す。

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　　持分法を適用した場合の投資損益等につきましては、関連会社がないため、記載を省略しておりま

　す。

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。
　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 574.46円
　

　 　

　 567.72円
　

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 2.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

　　　　 ―
　

１株当たり四半期純利益 17.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

　　　　 ―

　

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 20,523 177,977

普通株式に係る四半期純利益(千円) 20,523 177,977

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,257 10,259

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失 0.57円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

　　　　 ―
　

１株当たり四半期純利益 15.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

　　　　 ―

　

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、前第３四半期会計期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円)

△5,890 157,503

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△5,890 157,503

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,260 10,259

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第149期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月11日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対して、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。

　①　配当金総額　　　　　　　　　　　　　　　　　  32百万円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　  ２円50銭

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成22年12月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月４日

　

美 濃 窯 業 株 式 会 社
　

取 締 役 会 御 中

　

有 限 責 任 監 査 法 人 　 ト ー マ ツ   

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　    公認会計士　　松　岡　正　明　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　    公認会計士　　石　倉　平　五　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている美濃

窯業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、美濃窯業株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月８日

　

美 濃 窯 業 株 式 会 社
　

取 締 役 会 御 中

　

有 限 責 任 監 査 法 人 　 ト ー マ ツ   

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　    公認会計士　　松　岡　正　明　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　    公認会計士　　小　川　　薫　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている美濃

窯業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、美濃窯業株式会社及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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